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C O N T E N T S

高富町・伊自良村・美山町

郡内19箇所で、「山県郡3町村の合併に関する住民説明会」が開催されました。

高富公民館

伊自良南小学校体育館

美山町構造改善センター



2合併協議会だより　　平成14年10月

九
月
二
日
、
高
富
町
役
場
庁

舎
三
階
大
会
議
室
に
お
い
て
、

第
十
三
回
高
富
町
・
伊
自
良

村
・
美
山
町
合
併
協
議
会
が
開

催
さ
れ
ま
し
た
。

は
じ
め
に
、
会
長
の
あ
い
さ

つ
が
あ
り
ま
し
た
。

そ
し
て
、
会
長
か
ら
新
市
名

称
名
付
け
親
大
賞
に
当
選
さ
れ

た
草
野
義
正
さ
ん
に
、
十
万
円

分
の
商
品
券
が
贈
呈
さ
れ
ま
し

た
。そ

の
後
、
報
告
及
び
議
案
の

審
議
に
入
り
ま
し
た
。

報
告
事
項

報
告
第
二
十
二
号

今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
等
に
つ

い
て昨

年
八
月
に
合
併
協
議
会
が

設
置
さ
れ
て
か
ら
の
経
緯
と
、

今
後
の
三
町
村
合
併
の
主
な
ス

ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
つ
い
て
報
告
さ

れ
ま
し
た
。
詳
し
く
は
、
左
表

を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

協
議
事
項

協
議
第
四
十
二
号

合
併
協
定
書（
案
）に
つ
い
て

三
町
村
が
合
併
に
向
け
て
協

議
し
て
き
た
二
十
一
項
目
に
わ

た
る
事
項
を
整
理
し
た
合
併
協

定
書（
案
）が
提
案
さ
れ
、
原
案

の
と
お
り
承
認
さ
れ
ま
し
た
。

さ
ら
に
、
こ
の
合
併
協
定
書

に
基
づ
い
て
、
高
富
町
、
伊
自

良
村
及
び
美
山
町
の
三
町
村
で

合
併
す
る
こ
と
が
最
終
的
に
確

認
さ
れ
ま
し
た
。

第
13
回

合
併
協
議
会
の
報
告

第
13
回

合
併
協
議
会
の
報
告【合併協議会の開催】

平成13年 8月13日　第 1回合併協議会

9月 3日　第 2回合併協議会

10月 1日　第 3回合併協議会

11月 1日　第 4回合併協議会

平成14年1月10日　第 5回合併協議会

2月 1日　第 6回合併協議会

3月 1日　第 7回合併協議会

4月 1日　第 8回合併協議会

5月 1日　第 9回合併協議会

6月 3日　第10回合併協議会

7月 1日　第11回合併協議会

8月 1日　第12回合併協議会

9月 2日　第13回合併協議会

平成14年 7月

平成14年 8月

（以下は予定）

平成14年 9月

平成14年10月

平成14年12月

平成15年 1月

平成15年 2月

平成15年 4月

新市建設計画の岐阜県知事との協議終了

新市建設計画の最終承認（第12回合併協議会）

合併協定調印
3町村議会の議決（廃置分合、財産処分、議
員定数、議員の在任特例、農業委員の任期）

3町村長から岐阜県知事に廃置分合の申請
岐阜県知事による総務大臣との市制施行協議

岐阜県議会の議決
岐阜県知事による廃置分合（市制施行）の決定

岐阜県知事から総務大臣への届出

総務大臣による告示

山県市の誕生

年　　月 事　　　　　　項

合併協議会設置以降の経緯と合併までの主なスケジュール

平成13年 8月 合併協議会設置



3 合併協議会だより　　平成14年10月

こ
こ
で
は
、
山
県
郡
三
町
村

の
合
併
に
関
す
る
住
民
説
明
会

に
お
い
て
、
重
点
的
に
ご
説
明

し
た
事
項
や
、
住
民
の
皆
さ
ま

か
ら
頂
い
た
ご
質
問
や
ご
要
望

な
ど
の
う
ち
、
い
く
つ
か
を
お

知
ら
せ
し
ま
す
。

Q

現
在
の
高
富
町
役
場
は

「
山
県
市
役
所
」
と
な
り
ま

す
が
、
伊
自
良
村
役
場
と
美

山
町
役
場
は
ど
う
な
る
の
で

す
か
？

A

新
市
に
お
い
て
、
伊
自
良

村
役
場
は
「
山
県
市
伊
自
良

支
所
」
、
美
山
町
役
場
は

「
山
県
市
美
山
支
所
」
と
な

り
ま
す
。

ま
た
、
現
美
山
町
中
央
公

民
館
敷
地
内
に
、
引
き
続
き

「
山
県
市
西
武
芸
出
張
所
」

を
設
置
し
ま
す
。

Q

新
市
の
名
称
は
「
山
県
市
」

に
決
定
さ
れ
ま
し
た
が
、

「
山
県
」
と
い
う
地
名
は
、

歴
史
的
に
は
い
つ
か
ら
使
わ

れ
て
い
る
の
で
す
か
？

A
「
山
県
」
は
古
代
か
ら
受

け
継
が
れ
て
き
た
古
い
地
名

で
、
正
倉
院
文
書
で
あ
る
大

宝
二
年
（
西
暦
七
〇
二
年
）

「
御
野
国（
み
の
の
く
に
）山

方
郡
三
井
田
里
戸
籍
」
に

「
山
方
郡
」
と
し
て
登
場
し

て
い
ま
す
。

こ
れ
は
、
正
倉
院
に
現
存

す
る
戸
籍
の
中
で
最
も
古
い

戸
籍
の
ひ
と
つ
で
あ
り
、
全

国
で
わ
ず
か
十
四
箇
所
分
し

か
残
っ
て
い
な
い
大
変
貴
重

な
史
料
で
す
。

そ
し
て
、
天
平
勝
宝
二
年

（
西
暦
七
五
〇
年
）の
美
濃
国

司
解
に
は
「
山
県
郡
」
と
表

記
さ
れ
て
い
ま
す
。

Q

新
市
に
お
い
て
、
住
所
は

ど
の
よ
う
に
表
記
さ
れ
ま
す

か
？

A

新
市
に
お
い
て
、
住
所
は

次
の
例
の
よ
う
に
表
記
さ
れ

ま
す
。

例﹇
現
在
﹈

岐
阜
県
山
県
郡
高
富
町
高
木

一
〇
〇
〇
―

一

岐
阜
県
山
県
郡
伊
自
良
村
大
門

九
二
二
―

四

岐
阜
県
山
県
郡
美
山
町
谷
合

一
三
五
八
―

一

﹇
新
市
﹈

岐
阜
県
山
県
市
高
木

一
〇
〇
〇
―

一

岐
阜
県
山
県
市
大
門九

二
二
―

四

岐
阜
県
山
県
市
谷
合

一
三
五
八
―

一

Q

新
市
に
お
い
て
、
住
民
税

や
固
定
資
産
税
な
ど
は
ど
う

な
る
の
で
す
か
？

A

三
町
村
が
合
併
し
て
市
に

な
っ
た
か
ら
と
い
っ
て
、
基

本
的
に
税
金
が
高
く
な
る
こ

と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

現
在
、
高
富
町
、
伊
自
良

村
及
び
美
山
町
が
そ
れ
ぞ
れ

賦
課
し
て
い
る
地
方
税
に

は
、
住
民
税（
個
人
・
法
人
）、

固
定
資
産
税
、
軽
自
動
車
税

な
ど
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
ら

地
方
税
の
税
率
に
つ
い
て

は
、
三
町
村
と
も
標
準
税
率

を
用
い
て
お
り
、
同
一
で
す
。

新
市
に
お
い
て
、
こ
れ
ら

地
方
税
は
、
市
税
と
し
て
現

行
の
と
お
り（
現
在
の
三
町

村
の
制
度
の
ま
ま
）と
す
る

こ
と
が
決
ま
り
ま
し
た
。

ま
た
、
合
併
時
に
都
市
計

画
税
等
の
新
た
な
税
を
創
設

し
な
い
こ
と
も
決
ま
り
ま
し

た
。

＊
国
民
健
康
保
険
税
に
つ
い
て

は
、
調
整
方
針
が
異
な
り
ま

す
の
で
、
合
併
協
議
会
だ
よ

り
第
十
一
・
十
二
号
も
し
く

は
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く

だ
さ
い
。

Q

新
市
に
お
い
て
、
乳
幼
児

医
療
費
の
助
成
は
ど
う
な
る

の
で
す
か
？

A

現
在
、
高
富
町
と
伊
自
良

村
は
五
歳
に
満
た
な
い
児
童

を
対
象
に
、
美
山
町
は
出
生

の
日
か
ら
六
歳
に
達
し
た
日

以
降
に
お
け
る
最
初
の
三
月

三
十
一
日
ま
で
の
児
童
を
対

象
に
、
乳
幼
児
医
療
費
の
助

成
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

新
市
に
お
い
て
乳
幼
児
医

療
費
の
助
成
は
、
出
生
の
日

か
ら
小
学
校
就
学
前（
六
歳

に
達
し
た
日
以
降
に
お
け
る

最
初
の
三
月
三
十
一
日
ま

で
）の
児
童
を
対
象
に
実
施

さ
れ
ま
す
。

Q

新
市
に
お
い
て
、
地
域
情

報
化
は
ど
う
な
る
の
で
す

か
？

A

現
在
、
高
富
町
だ
け
が
有

線
テ
レ
ビ
事
業
を
実
施
し
て

い
ま
す
が
、
新
市
で
は
、
市

の
全
域
で
有
線
テ
レ
ビ
事
業

を
実
施
で
き
る
よ
う
に
順
次

整
備
を
進
め
ま
す
。

ま
た
、
幹
線
の
光
フ
ァ
イ

バ
ー
化
に
よ
り
、
デ
ジ
タ
ル



に
よ
り
最
近
の
国
勢
調
査

の
結
果
を
使
用
す
る
こ
と
に

な
っ
て
お
り
、
合
併
時
に
お

け
る
最
近
の
国
勢
調
査
と

は
、
平
成
十
二
年
国
勢
調
査

で
、
そ
の
調
査
人
口
は
三
〇
、

九
五
一
人
と
な
っ
て
い
る
か

ら
で
す
。

（
注
）
合
併
特
例
法
の
規
定
に

よ
り
、
平
成
十
六
年
三
月
三

十
一
日
ま
で
に
合
併
す
る
市

町
村
は
、
人
口
三
万
人
以
上

の
要
件
の
み
で
市
に
な
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

4

対
応
や
高
速
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
の
利
用
が
可
能
に
な
り
ま

す
。

Q

合
併
期
日
で
あ
る
平
成
十

五
年
四
月
一
日
に
、
も
し
三

町
村
の
人
口
が
三
万
人
を
下

回
っ
た
場
合
で
も
「
市
」
に

な
れ
る
の
で
す
か
？

A
「
市
」
に
な
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。

な
ぜ
な
ら
、
人
口
に
つ
い

て
は
、
地
方
自
治
法
の
規
定

Q

三
町
村
が
合
併
す
る
と
、

町
村
長
、
助
役
、
収
入
役
な

ど
の
特
別
職
の
職
員
が
削
減

さ
れ
る
の
は
分
か
り
ま
す

が
、
一
般
職
の
職
員
は
ど
う

な
る
の
で
す
か
？

A

現
在
の
三
町
村
の
一
般
職

の
職
員
は
、
合
併
特
例
法
の

規
定
に
よ
り
新
市
の
職
員
と

し
て
そ
の
ま
ま
引
き
継
が
れ

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
職
員

数
に
つ
い
て
は
、
新
市
に
お

い
て
定
員
管
理
適
正
化
計
画

を
策
定
し
、
定
数
の
削
除
に

向
け
て
努
力
し
て
い
く
こ
と

に
な
り
ま
す
。

Q

新
市
に
お
い
て
、
財
産
区

は
ど
う
な
る
の
で
す
か
？

A

現
在
山
県
郡
に
は
、
高
富

町
に
高
富
財
産
区
、
美
山
町

に
葛
原
財
産
区
、
谷
合
財
産

区
、
北
武
芸
財
産
区
、
青
波

財
産
区
、
富
永
財
産
区
、
乾

財
産
区
の
合
わ
せ
て
七
つ
の

財
産
区
が
あ
り
ま
す
。

こ
れ
ら
の
財
産
区
有
財
産

は
、
合
併
後
も
そ
の
ま
ま
財

産
区
有
財
産
と
し
て
存
続
す

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

町村名 人　口

高 富 町 18,795人

伊自良村 3,287人

美 山 町 8,869人

合　　計 30,951人

秋
も
深
ま
り
つ
つ
あ
り
ま

す
。
こ
の
時
期
は
、
山
の
幸
、

海
の
幸
と
盛
り
だ
く
さ
ん
で

す
ね
。
考
え
る
だ
け
で
、
幸

せ
で
す
。

十
月
は
、
高
富
町
の
「
ふ

る
さ
と
栗
ま
つ
り
」
や
美
山

町
の
「
ふ
る
さ
と
ま
つ
り
」

な
ど
、
県
内
で
も
お
祭
り
が

た
く
さ
ん
開
催
さ
れ
ま
す
。

ぜ
ひ
、
近
く
の
祭
り
に
お

出
か
け
に
な
る
の
は
い
か
が

で
し
ょ
う
か
？

地
元
の
お
い
し
い
特
産
品

も
た
く
さ
ん
出
て
ま
す
し
、

お
祭
り
も
楽
し
い
で
す
よ
！！

（
つ
）

編

集

後

記

会
議
録
等
を
閲
覧
で
き
ま
す

合
併
協
議
会
の
会
議
録
や

会
議
資
料
を
閲
覧
で
き
ま

す
。
希
望
さ
れ
る
方
は
、
合

併
協
議
会
事
務
局
、
伊
自
良

村
ま
た
は
美
山
町
役
場
の
市

町
村
合
併
相
談
窓
口
ま
で
お

越
し
く
だ
さ
い
。

平成12年国勢調査

3町村の人口

日　時 会　　場 参加人数

計 19箇所 1,151

山県郡3町村の合併に関する

この印刷物は石油系インキではなく、
地球に優しい大豆油を使用したインキで印刷されています。 古紙配合率100％再生紙を使用しています。

8月20日 北山地区公民館 44

8月21日 葛原地区公民館 64

8月22日 谷合地区公民館 46

8月23日 構造改善センター 69

8月26日 高富町役場 59

8月27日 高富公民館 29

8月28日 高富公民館 28

8月29日 乾地区公民館 55

8月30日 富波地区公民館 59

9月 2日 美山町中央公民館 73

9月 3日 伊自良南小学校体育館 109

9月 4日 伊自良北小学校体育館 76

9月 6日 梅原公民館 59

9月 9日 高富町役場 70

9月10日 富岡公民館 56

9月11日 高富公民館 56

9月12日 高富公民館

9月13日 桜尾公民館 70

9月17日 大桑多目的研修センター 77

住民説明会参加人数

52



合 併 協 定 書

平成14年 9月

高　　富　　町

伊　自　良　村

美　　山　　町



1 合併の方式

山県郡高富町、同郡伊自良村及び同郡美山町を廃し、その区域をもって新しい市を設置する新設
（対等）合併とする。

2 合併の期日

合併の目標期日は、平成15年（2003年）4月1日とする。

3 新市の名称

新市の名称は、山県市とする。

4 新市の事務所の位置

新市の事務所の位置は、岐阜県山県郡高富町高木1000番地 1とする。
現在の伊自良村役場を「伊自良支所」とし、現在の美山町役場を「美山支所」とする。

5 財産及び債務の取扱い

（1） 3町村の所有する財産、公の施設及び債務は、すべて新市に引き継ぐものとする。
（2）財産区有財産は、財産区有財産として新市に引き継ぐものとする。

6 議会議員の定数及び任期の取扱い

（1）議会の議員については、市町村の合併の特例に関する法律第 7 条第 1 項第 1 号の規定を適用
し、平成16年 4 月30日まで引き続き新市の議会の議員として在任する。

（2）新市の議会の議員の定数は22人とする。
（3）選挙区については、新市において在任特例適用期間中に検討する。

7 農業委員会の委員の定数及び任期の取扱い

新市に 1つの農業委員会を置き、3町村の農業委員会の選挙による委員であった者は、市町村の合
併の特例に関する法律第8条第1項第1号の規定を適用し、合併後平成15年 9 月30日まで引き続き新
市の農業委員会の選挙による委員として在任する。

8 地方税の取扱い

（1）個人町（村）民税・法人町（村）民税・固定資産税・軽自動車税・町（村）たばこ税・鉱山税・特
別土地保有税については、市税として現行のとおり新市に引き継ぐものとする。

（2）入湯税については、美山町の制度を新市に引き継ぐものとする。
（3）固定資産税の納期については、美山町の例により調整する。
（4）軽自動車税の納期については、伊自良村・美山町の例により調整する。
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9 一般職の職員の身分の取扱い

（1）高富町、伊自良村及び美山町の一般職の職員については、市町村の合併の特例に関する法律
第 9条の規定により、すべて新市の職員として引き継ぐものとする。

（2）山県郡障害児療育施設事務組合、山県郡老人福祉施設事務組合、山県消防組合、山県郡環境
衛生施設組合及び山県郡保健福祉事務組合の一般職の職員については、すべて新市の職員と
して引き継ぐものとする。

（3）職員数については、新市において定員適正化計画を策定し、定員管理の適正化に努めるもの
とする。

（4）職名及び任用については、人事管理及び職員の処遇の適正化の観点から、合併時に統一
を図る。

（5）給与については、職員の処遇及び給与の適正化の観点から、調整し統一を図る。なお、合併
時、現職員については、現給を保障する。

10 特別職の職員の身分の取扱い

（1）新市の職務執行者については、3町村の長が別に協議して定めるものとする。
（2）特別職及び行政委員会委員等の身分の取扱いについては、法に特例の定めのある場合は、そ

の規定を適用する。なお、当該規定のない場合は、3町村の長が協議して定めるものとする。

11 条例、規則等の取扱い

条例・規則については、各協議項目の調整方針に基づき統一を図り、新市における事務事業に支
障がないよう整備する。

12 事務組織及び機構の取扱い

新市における事務組織及び機構については、次の「新市における組織・機構の整備方針」に基づ
き整備する。

「新市における組織・機構の整備方針」
（1）行政課題に迅速かつ的確に対応できる組織・機構
（2）市民が利用しやすく、市民の声を適正に反映することができる組織・機構
（3）指揮命令系統がわかりやすく、責任の所在が明確な組織・機構
（4）簡素で効率的な組織・機構

13 一部事務組合等の取扱い

（1） 3 町村のみで構成する一部事務組合については、合併の前日をもって当該組合を解散し、合
併の日にすべての事務及び財産を新市に引き継ぐものとする。

（2）その他の一部事務組合については、3町村は合併の前日をもって当該組合から脱退し、新市に
おいて合併の日に当該組合に加入する。

（3）岐阜地域広域市町村圏協議会については、3町村は合併の前日をもって当該協議会から脱退し、
新市において合併の日に当該協議会に加入する。
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（4）山県郡公平委員会については、合併の前日をもって廃止し、新市において合併の日に公平委
員会を設置する。

14 使用料・手数料等の取扱い

（1）使用料については、原則として現行のとおりとする。ただし、同一又は類似する施設の使用
料については可能な限り統一する。また、必要に応じて緩和措置を講ずるものとする。

（2）手数料については、3 町村におけるこれまでの料金改定の経緯や受益者負担の原則を基本に、
サービスに対する適正な負担額を決定し、合併時に統一に努めるものとする。

15 公共的団体等の取扱い

【公共的団体】

公共的団体については、新市の一体性を確保するため、それぞれの実情を尊重しながら、統合又
は再編の調整に努めるものとする。
（1） 3町村に共通している団体は、できる限り合併時に統合できるよう調整に努める。
（2） 3 町村に共通している団体で、実情により合併時に統合できない団体は、合併後速やかに統

合又は再編できるよう調整に努める。
（3）独自の目的を持った団体は、現行のとおりとする。
【土地開発公社】

（1）伊自良村土地開発公社及び美山町土地開発公社については、高富町土地開発公社に債権を譲
渡し債務を引き継ぎ、合併の前日までに解散する。

（2）高富町土地開発公社については、伊自良村土地開発公社及び美山町土地開発公社の債権を譲
受し債務を引き受け、新市における土地開発公社とする。

16 各種団体への補助金、交付金等の取扱い

各種団体への補助金、交付金等については、従来からの経緯、実情等に配慮し、新市において調
整する。
（1） 3 町村で同一あるいは同種の補助金等については、関係団体等の理解と協力を得て、統一の

方向で調整する。
（2）独自の補助金等については、従来の実績等を尊重し、市域全体の均衡を保つように調整する。
（3）整理統合できる補助金等については、統合するよう調整する。

17 町、字の区域及び名称の取扱い

町、字の区域及び名称については現行のとおりとする。

18 慣行の取扱い

（1）市民憲章、市章、市の花、市の木及び宣言は、新市において調整する。
（2）市民の歌、市民の踊りについては新市において検討する。
（3）伊自良村及び美山町の歌はそれぞれの地域の歌とし、伊自良村及び美山町の踊りは、それぞ
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れの地域の踊りとする。
（4）市のキャラクタ－マ－ク及びキャッチフレ－ズについては、新市において検討する。
（5）伊自良村のキャラクタ－マ－ク及びキャッチフレ－ズについては伊自良地域のキャラクタ－

マ－ク及びキャッチフレ－ズとする。
（6）共同声明については、新市において検討する。

19 消防団の取扱い

消防団については、合併時に統合する。
（1）高富町、伊自良村及び美山町の消防団の団員である者については、新市に引き継ぐもの

とする。
（2）組織、階級、定員、訓練、礼式及び服制については、調整し新市に引き継ぐものとする。
（3）任用、給与、服務その他身分の取扱いについては、調整し新市に引き継ぐものとする。

20 各種事務事業の取扱い

20 ─1 自治会関係事業

（1）自治会の組織及び区域は現行のとおりとし、名称については「自治会」とする。
（2）自治会連合組織については、新市に市自治会連合会を置き、14の地区自治会連合会を置く

（高富地域 5、伊自良地域 2、美山地域 7）。
（3）自治会連合会事業については新市において調整する。

20 ─2 防災関係事業

（1）地域防災計画については、新市において速やかに策定する。
（2）伊自良村及び美山町の防災行政無線（同報系）の運用は現行のとおりとし、関係機関と協議の

上、新市において速やかに周波数の統一を図り、遠隔操作設備を市庁舎及び消防本部に整備
する。

（3）防災行政無線（移動系）の運用については、当分の間は現行のとおりとし、関係機関と協議の
上、新市において速やかに 3町村の周波数の統一を図るものとする。

20 ─3 地域情報化関係事業

有線テレビ放送については、情報インフラの整備（幹線の光ファイバー化・デジタル対応等）を図
り、双方向通信に対応すると共に、当該システムを市域全域に拡大し、新市の地域情報化を推
進する。

20 ─4 総合交通関係事業

高富町及び美山町の自主運行バス（道路運送法第21条に基づくもの）については、当面、現行の制
度を新市に引き継ぐものとする。
（1）新市において、高富町の自主運行バス梅原線については、伊自良村長滝まで延長し、日祝日
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も運行する。
（2）料金体系については、3 区間を設定し、移動区間に応じて、100円・200円・300円の 3種類と

する。
（3）回数券は100円券の11枚綴りとし、金額は1,000円とする。

20 ─5 国民健康保険事業

【保険税賦課関係】

（1）国民健康保険税については、合併時に統一した税率等を適用する。この場合、応益割合（均等
割額、平等割額）が、45％以上55％未満となるよう調整する。

（2）平成15年度の医療保険分については、1人当たり保険税額が77,000円から78,000円となるよう
調整する。ただし、所得金額、保険給付費等の動向により再検討する。

（3）平成15年度の介護保険分については、1人当たり保険税額が15,000円から16,000円となるよう
調整する。ただし、所得金額、介護給付金等の動向により再検討する。

（4）国民健康保険税は、国民健康保険事業の健全で円滑な運営を確保するための適正な負担額と
なるよう最高 5年間で調整する。

（5）賦課方式、軽減割合、課税限度額、賦課期日及び納期については、現行のとおりとする。
【保険給付・助成関係】

（1）国民健康保険療養給付費一部負担金については、現行のとおりとする。
（2）出産育児一時金については、現行のとおりとする。
（3）葬祭費については、50,000円とする。
（4）高額療養費支払資金貸付事業については、高額療養費支給金額の9割相当額まで貸付を行うも

のとする。
（5）成人病予防健診料助成事業については、助成額を 1件につき10,000円とし、年齢制限は設けな

いものとする。
（6）無受診世帯表彰にあっては、1 世帯につき5,000円相当の記念品を進呈する。ただし、被保険

者の人数加算は、行わないものとする。

20 ─6 福祉関係事業

【保育料】

（1）保育料については、美山町の例による。ただし、同一世帯から 2 人以上の児童が保育の実施
をされている場合の第 2 子及び第 3 子以降については高富町の例による。なお、新市の保育
料は、国の徴収金基準額を参考に段階的に改定を図るものとする。

（2）延長保育料は、高富町の例による。
【福祉医療費助成事業】

（1）乳幼児医療費助成事業については、新市において、対象者を小学校就学前（ 6歳に達した日以
降における最初の 3月31日）までの児童とし実施する。

（2）重度心身障害者医療費助成事業、重度心身障害老人医療費助成事業､69歳老人医療費助成事業
及び母子家庭等医療費助成事業（伊自良村単独事業分を除く｡）については、新市において県の
補助基準により実施する。

（3）母子家庭等医療費助成事業における伊自良村単独事業分及び父子家庭医療費助成事業につい
ては、廃止する。
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【高齢者福祉事業】

（1）国又は県等が定める制度については、現行の実施方法を基準とし、市域全体で実施するよう
新市において調整する。

（2）各町村独自の制度については、趣旨や目的に沿った効果的な制度として、市域全体で実施す
るよう新市において調整する。

（3）高齢福祉関係の事業については、従来の実績等を尊重しつつ市域全体の均衡を考慮し、新市
において調整し実施する。

20 ─7 保健・環境関係事業

【保健関係事業】

（1）新市における老人保健事業については、原則として現行のとおりとする。ただし、基本健康
診査（個別）、子宮がん検診（個別）、乳がん検診（個別）、骨密度検査、高齢者健康相談及び腎
臓食料理教室については、新市において市域全体の事業として実施する。

（2）各種健（検）診の受診者個人負担金については、応分の受益者負担の原則を基本に、合併時に
統一する。

【環境関係事業】
（1）可燃ごみの収集については、当分の間、現行のとおりとする。ただし、新市においては各自

治会との協議等により調整を図るものとする。
（2）不燃ごみ、粗大ごみ及び資源ごみの収集については、現行のとおりとする。

20 ─8 産業・建設関係事業

【小口融資制度】

小口融資制度については、中小企業者の経営安定を図るため、岐阜県の施策動向を踏まえながら
引き続き実施し、若しくはこれに代わる制度を設ける。なお、制度を見直す場合には、借入残高の
ある者が制度改正により支障を来さないよう最大限に配慮する。
【公営住宅】

公営住宅については現行のとおりとし、新市においても適正な維持管理に努めるとともに、公営
住宅供給の推進を図るものとする。
【都市計画】

都市計画については現行のとおりとし、見直し等については新市において調整する。

20 ─9 上・下水道関係事業

【上水道事業】

（1）水道料金については、高富町の例による。ただし、中洞簡易水道雑用水使用料金については
現行のとおりとする。

（2）水道臨時使用料金については、高富町の例による。
（3）使用水量の検針は隔月とし、水道料金の徴収は毎月とする。
（4）水道加入分担金については、高富町の例による。ただし、中洞簡易水道雑用水については、

102,000円とする。
（5）新市において、上水道又は簡易水道の使用者が他で新たに上水道又は簡易水道の供給を受け
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る場合は、加入分担金を徴収しないものとする。（既設管を閉栓し、同口径以下で供給を受け
る場合に限る。）

（6）臨時加入分担金は、廃止する。ただし、臨時使用の場合には、加入分担金相当額及び管理者
が定める水道料金を予納する。

【下水道事業】

（1）農業集落排水施設使用料金については、当分の間、現行のとおりとする。ただし、負担の公
平性の観点から、新市において、従量制による料金体系の構築を図る。

（2）新規加入負担金については、高富町の例による。

20 ─ 10 学校教育関係事業

【通学区域】

通学区域については、現行のとおりとする。ただし、教育的・社会的状況の変化に適切に対応す
るものとする。
【中学校生徒派遣事業】

（1）中学校生徒派遣事業については、平成15年度は現行のとおり新市に引き継ぎ、平成16年度以
降は新市において調整する。

（2）新市においては、現行の伊自良中学校修学旅行を中学校生徒派遣事業として位置付けるもの
とする。

20 ─ 11 社会教育関係事業

海外派遣事業については、新市に引き継ぎ、その内容については新市において調整する。

20 ─ 12 その他協議が必要な事業

【公共施設の名称等】

（1）公共施設の名称については現行の名称を基本とし、住民にとってわかりやすい名称となるよ
う調整する。

（2）公共施設の供用時間等については現行の運営方法を基本とし、住民の利便性に配慮するとと
もに、施設の利用実態に応じて統一するよう調整に努めるものとする。

【個人への補助金等】

（1）個人への補助金等については、従来からの経緯、実情等に配慮し、調整する。
（2） 3町村で同一あるいは同種の補助金等については、統一を図るものとする。
（3） 3町村で独自の補助金等については、従来の実績等を尊重し、市域全体の均衡を保つよう調

整する。

21 新市建設計画に係る事項

新市建設計画は、別添「新市まちづくり計画」に定めるとおりとする。
※「新市まちづくり計画」は省略


